
次世代育成支援対策推進法に基づく

一般事業主行動計画を策定し、

を目指しましょう!!!
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一般事業主行動計画策定・変更届 記入例

　届出を行う事業
主の氏名（記名押
印または自筆によ
る署名）または名
称、主たる事業、住
所、電話番号を記
入してください。
　法人の場合は、
法人の名称、主た
る事業、主たる事
務所の所在地、代
表者の氏名（記名
押印または自筆に
よ る 署 名）、主 た
る事務所の電話番
号を記入してくだ
さい。

　この届出書を提
出する日または提
出前の１か月以内
のいずれかの日の
「常時雇用する従
業員数」（２ページ
参照）を記入して
ください。
　また、同様に、
男女別の労働者の
数及び有期契約労
働者の数を記入し
てください。

　該当するものに
○をつけ、その日
を記入してくださ
い。

　該当するものに
○をつけてくださ
い。

　これから公表及
び周知を行う場合
は、公表方法及び
周知方法の予定を
記入してください。
　また、「常時雇用
する従業員数」（２
ページ参照）が100
人以下の企業は、
外部への公表・労
働者への周知を行
っている場合のみ
記載してください。
　なお、「常時雇用
する従業員数」が
100人以下の企業
であっても、認定
及び特例認定を受
ける場合は、必ず、
外部への公表及び
労働者への周知を
行う必要がありま
す。

　認定または特例
認定を希望するか
ど う か に つ い て、
該当するものに○
をつけてください。
　なお、ここで「無」
に○をつけた場合
でも、認定申請及
び特例認定申請が
できなくなるわけ
ではありません。

　この届出についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

　この届出をする日を記
入してください。

　行動計画を策定した旨の届出をする場合は「策定」に
○を、既に届出をした行動計画の変更の届出をする場合
は「変更」に○をつけてください。

厚生労働省ホームページよりダウンロードができます
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/ 

　行動計画を外部
へ公表した日を記
入してください。
　これから公表す
る場合は、公表予
定日を記入してく
ださい。
　なお、外部への
公表は、策定して
からおおむね３か
月以内に行うよう
にしてください。
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。

　策定した行動
計画の内容とし
て該当するもの
に○をつけてく
ださい。
　変更の届出の
場合は、変更後
の行動計画の内
容に該当するも
のにすべて○を
つけてください。

　挙げられてい
る項目のどれに
も該当しない事
項を行動計画に
定めた場合は、
「そ の 他」に○
をつけ、その概
要を記入してく
ださい。

　
認
定
又
は
特
例
認
定
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
場
合
は
、行
動
計
画
の
目
標
に
、

こ
の
部
分
に
該
当
す
る
事
項
が
１
項
目
以
上
含
ま
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
こ
れ
ら
の
事
項
だ
け
を
目
標
と
す
る
行
動
計
画
は
、

認
定
ま
た
は
特
例
認
定
の
対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん
。
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　申請を行う事業主の氏名（記名押印または自筆による署名）又は名称、主たる事
業、住所、電話番号を記入してください。
　法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在地、代表者の氏名

（記名押印または自筆による署名）、主たる事務所の電話番号を記入してください。

　行動計画を変更した
場合は、変更内容につ
いて該当する数字を○
で囲んでください。

　公表方法について、該当する番号を
○で囲み、①を囲んだ場合は、その方
法を囲むか、具体的に記載してくださ
い、②を囲んだ場合は、①以外の公表
の方法を記載してください。

　この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

　この申請書を提出する
日を記入してください。

　実施した行動計
画の計画期間を記
入し、それが何期
目の行動計画であ
るか記入してくだ
さい。
　なお、行動計画
の途中で計画期間
の変更を行った場
合には、変更後の
計画期間を記入し
てください。

　行動計画を外部
へ公表した日を記
入してください。

　認定を受けよう
とする行動計画を
策定した日を記入
してください。

　行動計画を変更
した場合は、変更
した日を記入して
ください。複数回
変 更 し た 場 合 は、
この欄以降に、変
更ごとの内容を記
入してください。

　実施した行動計
画の「一般事業主行
動計画策定・変更
届」を提出した日を
記入してください。

　実施した行動計
画の「一般事業主行
動計画策定・変更
届」を提出した労働
局の都道府県名を
記入してください。

　この申請書を提
出する日又は提出
前の１か月以内の
い ず れ か の 日 の

「常時雇用する従
業員数」（２ペー
ジ参照）を記入し
てください。
　また、同様に、男
女別の労働者の数
及び有期契約労働
者の数を記入して
ください。

　労働者への周知
方法について、該
当する番号を○で
囲み、④を囲んだ
場 合 は、①～③以
外の周知方法を記
載してください。

厚生労働省ホームページよりダウンロードができます
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/ 
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　計画期間内に育
児休業等（11ペー
ジ参照）を取得し
た男性従業員数を
記入してください。
　なお、認定申請
時に既に退職して
いる従業員は、含
みません。

　「常時雇用する
従業員数」（２ペー
ジ参照）が300人
以下の企業で、計
画期間内に育児休
業等を取得した男
性従業員がいなか
った場合は、イ～
ニのいずれかを記
入してください。

　「常時雇用する従業員数」（２ページ参照）が300人以下の企業については、
「計画期間＋計画期間開始前の（最長）３年間」で75％以上となる期間を記入し
てください。
　また、（Ａ）欄にはその期間内に出産した女性従業員数を、（Ｂ）欄には、その期
間内に育児休業等をした女性従業員数をそれぞれ記入し、（Ｃ）欄には、（Ｂ）÷
（Ａ）の値を、小数第１位以下を切り捨てて記入してください。

　（Ａ）欄には計画
期間内に出産した
女性従業員数を、
（Ｂ）欄には、計画
期間内に育児休業
等をした女性従業
員数をそれぞれ記
入してください。
　（Ｃ）欄には、
（Ｂ）÷（Ａ）の値を、
小数第１位を切り
捨てて記入してく
ださい。
　なお、育児・介護
休業法上、育児休
業等の対象となら
ない期間雇用者は、
計算から除外して
構いません。
　また、認定申請
時に既に退職して
いる従業員は、出
産をしていても、
育児休業等を取得
していても、「育児
休業等をしたもの
の割合」の算定に
当たっては、分母
にも分子にも含ま
れません。
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　働き方の見直し
に資する多様な労
働条件の整備のた
めの措置の実施の
有無について、該
当するもの（有が
１つ以上必要）に
○をつけてくださ
い。
　「有」の場合は、
その内容を「措置
の内容」欄に記入
してください。

　３歳から小学校に入学するまでの子を持つ期間雇用者を含む
すべての従業員を対象とする「育児休業の制度または勤務時間
短縮等の措置に準ずる措置」の実施の有無（有が１つ以上必要）
について、該当するものに○をつけてください。



─33─

　目標が達成されたことを証明する資料の例は、10ページをご覧
ください。
　添付された書類により、目標が達成されたことを確認できない
場合は、さらに追加で書類の提出をお願いすることがあります。

　「目標の達成状
況」欄には、「次世
代育成支援対策の
実施により達成し
ようとした目標」
欄に記入したそれ
ぞれの目標につい
て、計画期間終了
日時点での達成状
況を記入してくだ
さい。

　「次世代育成支援対策の実施により達成しようとした目標」
欄には、認定を受けようとする行動計画に掲げた目標について
記入してください。
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　申請を行う事業主の氏名（記名押印または自筆による署名）
又は名称、主たる事業、住所、電話番号を記入してください。
　法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所
在地、代表者の氏名（記名押印または自筆による署名）、主た
る事務所の電話番号を記入してください。

　行動計画を変更した
場合は、変更内容につ
いて該当する数字を○
で囲んでください。

　公表方法について、該当する番号を
○で囲み、①を囲んだ場合は、その方
法を囲むか、具体的に記載してくださ
い、②を囲んだ場合は、①以外の公表
の方法を記載してください。

　この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

　この申請書を提
出する日を記入し
てください。

　実施した行動計
画の計画期間を記
入し、それが何期
目の行動計画であ
るか記入してくだ
さい。
　なお、行動計画
の途中で計画期間
の変更を行った場
合には、変更後の
計画期間を記入し
てください。

　行動計画を外部
へ公表した日を記
入してください。

　認定を受けた日
及び認定を受けた
労働局を記入して
ください。
　認定を複数回受
け て い る 場 合 は、
直近の認定につい
て記入してくださ
い。

　特例認定を受け
ようとする行動計
画を策定した日を
記入してください。

　行動計画を変更
した場合は、変更
した日を記入して
ください。複数回
変 更 し た 場 合 は、
この欄以降に、変
更ごとの内容を記
入してください。

　実施した行動計
画の「一般事業主行
動計画策定・変更届
」を提出した日を記
入してください。

　実施した行動計
画の「一般事業主
行動計画策定・変
更届」を提出した
労働局の都道府県
名を記入してくだ
さい。

　この申請書を提
出する日又は提出
前の１か月以内の
い ず れ か の 日 の

「常時雇用する従
業員数」（２ページ
参照）を記入して
ください。
　また、同様に、男
女別の労働者の数
及び有期契約労働
者を記入してくだ
さい。

　労働者への周知
方法について、該
当する番号を○で
囲み、④を囲んだ
場 合 は、①～③以
外の周知方法を記
載してください。

厚生労働省ホームページ
よりダウンロードができます
http://www.mhlw.go.j
p/general/seido/koyo
u/jisedai/ 
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　（Ａ）欄には計画
期間内に配偶者が
出産した男性従業
員数を、（Ｂ）欄に
は、計画期間内に
育児休業等をした
男性従業員数をそ
れぞれ記入してく
ださい。
　（Ｃ）欄には、
（Ｂ）÷（Ａ）の値を、
小数第１位以下を
切り捨てて記入し
てください。
　なお、育児・介護
休業法上、育児休
業等の対象となら
ない期間雇用者は、
計算から除外して
構いません。
　また、特例認定
申請時に既に退職
している従業員は、
配偶者が出産をし
ていても、育児休
業等を取得してい
ても、「育児休業
等をしたものの割
合」の算定に当た
っては、分母にも
分子にも含まれま
せん。

　イ又はロのいずれかを記入してください。
　「常時雇用する従業員数」（２ページ参照）が300人以下の企
業で、計画期間内に育児休業等又は企業独自の育児を目的と
した休暇制度を取得した男性従業員がいなかった場合は、
ハ～ヘのいずれかを記入してください。

　（Ｄ）欄には計画
期間内に配偶者が
出産した男性従業
員数を、（Ｅ）欄に
は、計画期間内に
育児休業等をした
男性従業員数を、
（Ｆ）欄には、計画
期間内に企業独自
の育児を目的とし
た休暇制度を利用
した男性従業員数
をそれぞれ記入し
てください。
　（Ｇ）欄には、
（Ｅ＋Ｆ）÷（Ｄ）
の値を、小数第１
位以下を切り捨て
て記入してくださ
い。
　なお、育児・介護
休業法上、育児休
業等の対象となら
ない期間雇用者は、
計算から除外して
構いません。
　また、特例認定
申請時に既に退職
している従業員は、
配偶者が出産をし
ていても、育児休
業等を取得してい
ても、企業独自の
育児を目的とした
休暇制度を利用し
ていても、「育児休
業等又は小学校就
学前までの子につ
いて育児目的休暇
制度を利用したも
のの割合」の算定
に当たっては、分
母にも分子にも含
まれません。
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　「常時雇用する
従業員数」（２ペー
ジ参照）が300人
以下の企業につい
ては、「計画期間＋
計画期間開始前の
（最長）３年間」で
75％以上となる
期間を記入してく
ださい。
　また、（Ａ）欄に
はその期間内に出
産した女性従業員
数を、（Ｂ）欄には、
その期間内に育児
休業等をした女性
従業員数をそれぞ
れ記入し、（Ｃ）欄
には、（Ｂ）÷（Ａ）
の値を、小数第１
位以下を切り捨て
て記入してくださ
い。

　「常時雇用する従業員数」（２ページ参照）が300人以下の企業については、「計画
期間＋計画期間開始前の（最長）３年間」で13％以上となる期間を記入してください。
　また、（Ｈ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性従業員数を、（Ｉ）欄には、そ
の期間内に育児休業等をした男性従業員数をそれぞれ記入し、（Ｊ）欄には、（Ｉ）÷
（Ｈ）の値を、小数第１位以下を切り捨てて記入してください。

　３歳から小学校に入学するまでの子を持つ期間雇用者を
含むすべての従業員を対象とする「育児休業の制度または勤
務時間短縮等の措置に準ずる措置」の実施の有無（有が１つ
以上必要）について、該当するものに○をつけてください。

　（Ａ）欄には計画
期間内に出産した
女性従業員数を、
（Ｂ）欄には、計画
期間内に育児休業
等をした女性従業
員数をそれぞれ記
入してください。
　（Ｃ）欄には、
（Ｂ）÷（Ａ）の値を、
小数第１位を切り
捨てて記入してく
ださい。
　なお、育児・介護
休業法上、育児休
業等の対象となら
ない期間雇用者は、
計算から除外して
構いません。
　また、認定申請
時に既に退職して
いる従業員は、出
産をしていても、
育児休業等を取得
していても、「育児
休業等をしたもの
の割合」の算定に
当たっては、分母
にも分子にも含ま
れません。
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　計画期間の終了
日の属する事業年
度における、１週
間当たりの平均し
た労働時間が60
時間以上である労
働者の割合を記入
してください。
　なお、計算方法
については、16ペ
ージをご覧くださ
い。

　計画期間の終了
日の属する事業年
度における、１月
当たりの平均した
時間外労働時間が
80時間以上であ
る労働者数を記入
してください。

　（Ｃ）欄には計画期間の開始日から、計画期間の終了日の１年前の
日までの間に出産した女性従業員数を、（Ｄ）欄には、計画期間の開
始日から、計画期間の終了日の１年前の日までの間に出産する予定
であった女性従業員のうち退職したものの数を、（Ｅ）欄には、（Ｃ）
のうち、出産後１年以上継続して在職している女性従業員数（育児
休業等をしているもの又は育児目的休暇制度を利用しているもの
を含む）をそれぞれ記入してください。
　なお、（Ｃ）及び（Ｅ）において、特例認定申請時に既に退職してい
る従業員であっても、出産後１年以上継続して在職している場合は、
分母にも分子にも含みます。

　働き方の見直し
に資する多様な労
働条件の整備のた
めの措置について、
ア～ウのすべてに
ついて「措置の内
容」欄に記入して
ください。
　また、ア又はイ
のいずれかについ
て、「目標及びその
達成状況」欄に、定
量的な目標及びそ
の達成状況を記入
してください。

　（Ａ）欄には計画
期間の開始日から、
計画期間の終了日
の１年前の日まで
の間に出産した女
性 従 業 員 数 を 、
（Ｂ）欄には、（Ａ）
のうち、出産後１
年以上継続して在
職している女性従
業員数（育児休業
等をしているもの
又は育児目的休暇
制度を利用してい
るものを含む）を
それぞれ記入して
ください。
　なお、特例認定
申請時に既に退職
している従業員で
あっても、出産後
１年以上継続して
在職していた場合
は、分母にも分子
にも含みます。

　イ又はロのいず
れかを記入してく
ださい。
　なお、「常時雇用
する従業員数」（２
ページ参照）が
300人以下の企業
については、「計画
期間の開始日から
計画期間の終了日
の１年前の期間＋
計画期間開始前の
（最長）３年間」で、
イについては90
％以上、ロについ
ては55％以上と
なる期間を記入し
てください。
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　育児休業等を
し、又は育児を
行う女性労働者
が就業を継続し、
活躍できるよう
にするための取
組の実施の有無
について、該当
するものに○を
つけてください。

　様式第三号
（上の様式）の
「11．育児休業
等をし、又は育
児を行う女性労
働者が就業を継
続し、活躍でき
るようにするた
めの取組」の「実
施している取組
」欄に例示され
ている取組以外
の取組内容につ
いて記入してく
ださい。
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　目標が達成されたことを証明する資料の例は、10ページをご覧
ください。
　添付された書類により、目標が達成されたことを確認できない
場合は、さらに追加で書類の提出をお願いすることがあります。

　「目標の達成状
況」欄には、「次世
代育成支援対策の
実施により達成し
ようとした目標」
欄に記入したそれ
ぞれの目標につい
て、計画期間終了
日時点での達成状
況を記入してくだ
さい。

　「次世代育成支援対策の実施により達成しようとした目標」
欄には、認定を受けようとする行動計画に掲げた目標について
記入してください。
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厚生労働省ホームページより
ダウンロードができます
http://www.mhlw.go.jp/gen
eral/seido/koyou/jisedai/ 

　公表を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番
号を記入してください。
　法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在
地、代表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。

　プラチナくるみん
認定を受けた後、何
回目の実施状況の公
表にあたるのかを記
入してください。

　実 施 状 況 を 公 表
する日を記入して
く だ さ い。プ ラ チ
ナくるみん認定を
受けた後、概ね３か
月以内に公表する
ことが必要です。

　プラチナくるみん
認定を受けた行動計
画期間と何期目の計
画かを記入してくだ
さい。

　育児・介護休業法
上の育児休業の対象
とならない期間雇用
者は、計算から除外
して構いません。

　プラチナくるみん
認定を受けた日付と
認定を受けた労働局
の都道府県名を記入
してください。

　実施状況を公表す
る日が属する、事業
年度（各事業主にお
ける会計年度をい
う。）を 記 載 し て く
ださい。

　公 表 を 行 う 日 が
属する事業年度の
前事業年度、前々事
業年度を記載して
ください。

　育児休業等及び育
児目的休暇制度を利
用した男性労働者数
及び割合の算出に当
たっては、公表時に
おいて、既に退職し
ている労働者は、分
母・分子に含まれま
せん。

特例認定一般事業主における次世代育成支援対策実施状況　記入例
（プラチナくるみん認定企業の次世代育成支援対策実施状況）　　　　　

（注）　　　は、必ず公表する項目です
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　公表時において、現に当該特例認定一般事業主
に雇用されていない労働者は除外してください。

　公表時において既に退
職している労働者は、分
母・分子に含まれないこと。
また、育児・介護休業法上
の育児休業の対象となら
ない期間雇用者は、計算か
ら除外して構いません。

　３歳から小学校に入学するまでの子を持つ期間雇用者を含むすべての従業
員を対象とする「育児休業の制度または勤務時間短縮等の措置に準ずる措置」
の内容（１つ以上の記載が必要）について記載してください。
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　事業主の任意に委ねられている項目ですが、
公表前事業年度の平均所定外労働時間又は平均
年次有給休暇取得率についても、併せて公表す
るように努めてください。

　（Ａ）欄には公表前々
事業年度に出産した女
性従業員数を、（Ｂ）欄
には、（Ａ）のうち、公
表前事業年度に在職し
ている女性従業員数
（育児休業等をしてい
るもの又は育児目的休
暇制度を利用している
ものを含む）をそれぞ
れ記入してください。

　（Ｃ）欄には公表前々事業年度において出産した女性従業員数を、（Ｄ）
欄には、公表前々事業年度に出産する予定であった女性従業員のうち退
職したものの数を、（Ｅ）欄には、（Ｃ）のうち、公表前事業年度に在職し
ている女性従業員数（育児休業等をしているもの又は育児目的休暇制度
を利用しているものを含む）をそれぞれ記入してください。
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　育児休業等をし、又は育児を行う女性労働者が
就業を継続し、活躍できるようにするための計画
の内容と実施状況について、該当する項目（１か
所以上の記載が必要）に記載してください。
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次世代育成支援対策推進法
（平成15年法律第120号）（抄）

第1章　総則
（目的）
第1条　この法律は、我が国における急速な少子化の進

行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化にかんが
み、次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、並
びに国、地方公共団体、事業主及び国民の責務を明ら
かにするとともに、行動計画策定指針並びに地方公共
団体及び事業主の行動計画の策定その他の次世代育成
支援対策を推進するために必要な事項を定めることに
より、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進
し、もって次代の社会を担う子どもが健やかに生ま
れ、かつ、育成される社会の形成に資することを目的
とする。

（定義）
第2条　この法律において「次世代育成支援対策」とは、

次代の社会を担う子どもを育成し、又は育成しようと
する家庭に対する支援その他の次代の社会を担う子ど
もが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備の
ための国若しくは地方公共団体が講ずる施策又は事業
主が行う雇用環境の整備その他の取組をいう。

（基本理念）
第3条　次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が

子育てについての第一義的責任を有するという基本的
認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義
についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜び
が実感されるように配慮して行われなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第4条　国及び地方公共団体は、前条の基本理念（次条

及び第7条第1項において「基本理念」という。）にのっ
とり、相互に連携を図りながら、次世代育成支援対策
を総合的かつ効果的に推進するよう努めなければなら
ない。

（事業主の責務）
第5条　事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する

労働者に係る多様な労働条件の整備その他の労働者の
職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするた
めに必要な雇用環境の整備を行うことにより自ら次世
代育成支援対策を実施するよう努めるとともに、国又
は地方公共団体が講ずる次世代育成支援対策に協力し
なければならない。

（国民の責務）
第6条　国民は、次世代育成支援対策の重要性に対する

関心と理解を深めるとともに、国又は地方公共団体が
講ずる次世代育成支援対策に協力しなければならない。

第2章　行動計画
　第3節　一般事業主行動計画

（一般事業主行動計画の策定等） 
第12条 　国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一

般事業主」という。）であって、常時雇用する労働者

の数が百人を超えるものは、行動計画策定指針に即し
て、一般事業主行動計画（一般事業主が実施する次世
代育成支援対策に関する計画をいう。以下同じ。）を
策定し、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労
働大臣にその旨を届け出なければならない。これを変
更したときも同様とする。 
2 　一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 
一 　計画期間 
二 　次世代育成支援対策の実施により達成しようと

する目標 
三 　実施しようとする次世代育成支援対策の内容及

びその実施時期 
3 　第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令で定
めるところにより、これを公表しなければならない。 
4 　一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が百

人以下のものは、行動計画策定指針に即して、一般事
業主行動計画を策定し、厚生労働省令で定めるところ
により、厚生労働大臣にその旨を届け出るよう努めな
ければならない。これを変更したときも同様とする。 
5 　前項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令で定め
るところにより、これを公表するよう努めなければな
らない。 
6 　第一項に規定する一般事業主が同項の規定による届

出又は第三項の規定による公表をしない場合には、厚
生労働大臣は、当該一般事業主に対し、相当の期間を
定めて当該届出又は公表をすべきことを勧告すること
ができる。 
第12条の2 　前条第一項に規定する一般事業主は、一般

事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生
労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知
させるための措置を講じなければならない。 
2 　前条第四項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令
で定めるところにより、これを労働者に周知させるた
めの措置を講ずるよう努めなければならない。 
3 　前条第六項の規定は、同条第一項に規定する一般事

業主が第一項の規定による措置を講じない場合につい
て準用する。

（基準に適合する一般事業主の認定） 
第13条 　厚生労働大臣は、第十二条第一項又は第四項

の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づ
き、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主
について、雇用環境の整備に関し、行動計画策定指針
に照らし適切な一般事業主行動計画を策定したこと、
当該一般事業主行動計画を実施し、当該一般事業主行
動計画に定めた目標を達成したことその他の厚生労働
省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行
うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 
第14条 　前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定
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一般事業主」という。）は、商品又は役務、その広告
又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働
省令で定めるもの（次項及び第十五条の四第一項にお
いて「広告等」という。）に厚生労働大臣の定める表
示を付することができる。 
2 　何人も、前項の規定による場合を除くほか、広告等

に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはな
らない。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定）
第15条の2　厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申

請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当
該認定一般事業主について、雇用環境の整備に関し、
行動計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計
画（その計画期間の末日が、当該認定一般事業主が第
十三条の認定を受けた日以後であるものに限る。）を
策定したこと、当該一般事業主行動計画を実施し、当
該一般事業主行動計画に定めた目標を達成したこと、
当該認定一般事業主の次世代育成支援対策の実施の状
況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定
める基準に適合するものである旨の認定を行うことが
できる。

（特例認定一般事業主の特例等）
第15条の3　前条の認定を受けた認定一般事業主（以下
「特例認定一般事業主」という。）については、第十二
条第一項及び第四項の規定は、適用しない。
2 　特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、毎年少なくとも一回、次世代育成支援対策
の実施の状況を公表しなければならない。
3 　特例認定一般事業主が前項の規定による公表をしな

い場合には、厚生労働大臣は、当該特例認定一般事業
主に対し、相当の期間を定めて当該公表をすべきこと
を勧告することができる。

（特例認定一般事業主の表示等）
第15条の4　特例認定一般事業主は、広告等に厚生労働

大臣の定める表示を付することができる。
2 　第十四条第二項の規定は、前項の表示について準用

する。

行動計画策定指針（抄）
（平成二十六年十一月二十八日）

五　一般事業主行動計画の策定に関する基本的な事項
1　一般事業主行動計画の策定に当たっての基本的な視

点
（1）　労働者の仕事と生活の調和の推進という視点

　憲章においては、企業とそこで働く者は協調して生
産性の向上に努めつつ、職場の意識や職場風土の改革
と併せ、働き方の改革に自主的に取り組むこととされ
ている。また、行動指針においては、社会全体の目標
として、週労働時間六十時間以上の雇用者の割合、年
次有給休暇取得率、男女の育児休業取得率及び第一子
出産前後の女性の継続就業率等の数値目標が掲げられ

ており、こうした目標を踏まえた取組が求められてい
る。
　その際、特に、男性が子育てを積極的に行うことが
女性の継続就業につながり、仕事と子育ての二者択一
を迫られるような状況の解消にも資するという観点か
ら、男性の育児休業取得を始めとする子育てに関する
諸制度の利用促進に係る取組を推進していくことが重
要である。
　また、依然として、週労働時間六十時間以上の雇
用者の割合が八．八％（平成二十五年）となっており、
とりわけ子育て期にある男性で当該割合が高くなって
いることや年次有給休暇取得率が五割を下回る水準で
推移している現状に鑑み、より一層の所定外労働の削
減、年次有給休暇の取得の促進の取組等働き方・休み
方の見直しに資する取組を推進していくことが重要で
ある。

（2）　労働者の仕事と子育ての両立の推進という視点
　子育てをする労働者が子育てに伴う喜びを実感しつ
つ、仕事と子育ての両立を図ることができるようにす
るという観点から、労働者のニーズを踏まえた次世代
育成支援対策を実施することが必要であり、特に、子
育ては男女が協力して行うべきものとの視点に立った
取組が重要である。

（3）　企業全体で取り組むという視点
　企業による次世代育成支援対策は、業務内容や業務
体制の見直し等をも必要とするものであることから、
企業全体での理解の下に取組を進めることが必要であ
る。このため、経営者自らが、企業全体で次世代育成
支援対策を積極的に実施するという基本的な考え方を
明確にし、主導的に取り組んでいくことが必要であ
る。
　さらに、企業によっては全国に事業所が存在し、事
業所における職種の違いや、その地域の実情により、
仕事と子育ての両立支援策への具体的なニーズは様々
であることが想定されることから、一般事業主行動計
画を企業全体として策定した上で、必要に応じて事業
所ごとの実情に応じた効果的な取組を自主的に進める
ことが期待される。

（4）　企業の実情を踏まえた取組の推進という視点
　子育てを行う労働者の多少、企業の業種又は構成割
合の高い労働者の職種、雇用形態等の違い等により、
仕事と子育ての両立支援策への具体的なニーズは企業
によって様々であることが想定されることから、関係
法令を遵守した上で、企業がその実情を踏まえ、効果
的な取組を自主的に決定し進めていくことにより、社
会全体の取組を進めることが必要である。特に、昨今、
非正規雇用の労働者が増加している現状に鑑み、改め
て当該労働者が取組の対象であることを認識した上
で、取組を進めていくことが重要である。

（5）　取組の効果という視点
　次世代育成支援対策を推進することは、将来的な労
働力の再生産に寄与し、我が国の経済社会の持続的な
発展や企業の競争力の向上に資するものであることを
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踏まえつつ、また、個々の企業にとっても、当該企業
のイメージ・アップや優秀な人材の確保、定着等の具
体的なメリットが期待できることを理解し、主体的に
取り組むことが必要である。

（6）　社会全体による支援の視点
　次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育
てについての第一義的責任を有するという基本的認識
の下に、国及び地方公共団体はもとより、企業や地域
社会を含めた社会全体で協力して取り組むべき課題で
あることから、様々な担い手の協働の下に対策を進め
ていくという視点が必要である。

（7）　地域における子育ての支援の視点
　各企業に雇用される労働者は、同時に地域社会の構
成員であり、その地域における子育て支援の取組に積
極的に参加することが期待されていることや、地域に
おいて、子育てしやすい環境づくりを進める中で各企
業にも期待されている役割を踏まえた取組を推進する
ことが必要である。

2　一般事業主行動計画の計画期間
　一般事業主行動計画は、経済社会環境の変化や労働
者のニーズ等を踏まえて策定される必要があり、計画
期間内において、一定の目標が達成されることが望ま
しい。したがって、計画期間については、各企業の実
情に応じて、次世代育成支援対策を効果的かつ適切に
実施することができる期間とすることが必要であり、
平成二十七年度から平成三十六年度までの十年間をお
おむね二年間から五年間までの範囲に区切り、計画を
策定することが望ましい。

3　次世代育成支援対策の実施により達成しようとする
目標
　一般事業主行動計画においては、各企業の実情を踏
まえつつ、より一層労働者の職業生活と家庭生活との
両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整
備その他の次世代育成支援対策の実施により達成しよ
うとする目標を定める必要がある。
　目標については、育児休業の男女別取得率等の制度
の利用状況に関するもの、仕事と子育ての両立が図ら
れるようにするための制度の導入に関するもの等の幅
広い分野から企業の実情に応じた目標を設定すべきも
のであるが、可能な限り定量的な目標とする等、その
達成状況を客観的に判断できるものとすることが望ま
しい。
　また、各企業における労働者の職業生活と家庭生活
との両立が図られるようにするための雇用環境の整備
に関する取組の状況や課題を把握し、各企業の実情
に応じ、必要な対策を実施していくことが重要である
が、この際、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長が定
めた「両立指標に関する指針」を活用することも効果
的であるとともに、「両立指標に関する指針」による
評価の結果を目標として定めることも考えられる。

4　その他基本的事項
（1）　推進体制の整備

　一般事業主行動計画の策定やこれに基づく措置の実

施を実効あるものとするため、まず、管理職や人事労
務管理担当者に対し、その趣旨を徹底することが必要
であるとともに、子育てを行う労働者を含めた全ての
関係労働者の理解を得ながら取り組んでいくことが重
要である。
　このため、各企業における次世代育成支援対策の推
進体制の整備を図ることが必要であり、その方策とし
て次のような措置を講ずることが望ましい。
ア　次世代育成支援対策を効果的に推進するため、人

事労務担当者、労働者の代表等を構成員とした一般
事業主行動計画の策定やこれに基づく措置の実施の
ための社内委員会の設置等

イ　次世代育成支援対策に関する管理職や労働者に対
する研修・講習、情報提供等の実施

ウ　仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供
を行う窓口の設置及び当該相談・情報提供等を適切
に実施するための担当者の配置

　また、各企業が一般事業主行動計画を策定する際
に、同一業種の企業及び事業主の団体等と連携するこ
とにより、より効果的な取組を進めることも考えられ
る。

（2）　労働者の意見の反映のための措置
　仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備に
対する労働者のニーズは様々であり、必要な雇用環境
の整備を効果的に実施するためには、こうした労働者
のニーズも踏まえることが重要である。このため、労
働者や労働組合等に対するアンケート調査や意見聴取
等の方法により、次世代育成支援対策に関する労働者
の意見の反映について、企業の実情に応じて工夫する
ことが必要である。

（3）　計画の公表及び周知
　一般事業主行動計画の策定義務のある事業主は計画
の公表及び労働者への周知が義務とされ、一般事業主
行動計画の策定が努力義務とされている事業主は、計
画の公表及び労働者への周知が努力義務とされてい
る。
　一般事業主行動計画の公表により、事業主が、他の
企業における取組事例を知ることができること、国民
が事業主の次世代育成支援の取組について知ることが
できるようになり、また、就労希望者の企業選択に資
すること、都道府県及び市町村が地域における次世代
育成支援の取組を進める際に、地域の事業主の取組を
知ることができ、円滑な連携を図ることが可能となる
ことなどの効果が期待される。
　このため、策定し、又は変更した一般事業主行動計
画については、「両立支援のひろば」が掲載されたサ
イトや自社のホームページなど適切な方法で公表する
とともに、自社の様々な両立支援の取組やその実施状
況を併せて公表する等その公表方法を工夫することが
期待される。
　また、策定し、又は変更した一般事業主行動計画に
定めた目標の達成に向けて、企業全体で取り組むた
め、計画を企業内に周知し、企業全体で取組を推進す
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ることが重要である。
　このため、策定し、又は変更した一般事業主行動計
画については、全ての労働者が知り得るように書面の
交付や電子メールによる送付など適切な方法で周知す
るとともに、啓発資料の作成・配布、研修・講習の実
施等を併せて行うことが期待される。特に、次世代育
成支援対策を企業全体で推進するという意識を浸透さ
せるため、経営者の主導の下、管理職や人事労務管理
担当者に対する周知を徹底することが期待される。
　なお、一般事業主行動計画に基づき次世代育成支援
対策を実施する場合、労働者の労働時間その他の労働
条件の変更を伴うなど一定の場合には、就業規則、労
働協約等に明記することが必要である。

（4）　計画の実施状況の点検
　一般事業主行動計画の推進に当たっては、計画の実
施状況の点検・評価を実施し、その結果をその後の対
策や計画に反映させる、計画（Plan）、実行（Do）、評
価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサ
イクル）を確立することが重要である。さらに、一般
事業主自らがＰＤＣＡサイクルの中で、実効性のある
対策の実施や計画の見直し等を行うことを通じて、認
定や特例認定の取得に至ることが期待される。

（5）　一般事業主の認定
　法第十三条の基準に適合する一般事業主の認定及び
法第十四条第一項の表示の制度を活用することによ
り、子育てをしながら働きやすい雇用環境の整備に取
り組んでいることを外部に広く周知することが容易と
なり、その結果、企業イメージの向上及び優秀な人材
の確保、定着等を通じ、企業経営にメリットを生じさ
せることが期待できる。したがって、一般事業主行動
計画を実施し、当該計画に定めた目標を達成した場合
等に、当該認定を申請することを念頭に置きつつ、計
画の策定やこれに基づく措置の実施を行うことが望ま
しい。また、当該認定を受けることを希望する場合に
は、法第十三条の厚生労働省令で定める基準を踏まえ
た一般事業主行動計画を策定することが必要である。
　また、法第十三条の認定を受けた一般事業主（（6）
において「認定一般事業主」という。）においては、
他の企業の取組を促す観点からも、法第十四条第一項
の認定を受けた旨の表示を積極的に活用することが期
待される。

（6）　認定一般事業主の認定（特例認定）
　認定一般事業主のうち、既に相当程度両立支援の制
度の導入や利用が進み、高い水準の取組を行っている
企業を評価しつつ、継続的な両立支援の取組を促進す
るため、法第十五条の二の基準に適合する認定一般事
業主の認定（特例認定）の制度が創設されたところで
ある。
　特例認定及び法第十五条の四第一項の表示の制度を
活用することにより、高水準かつ継続的に両立支援に
取り組む企業としてのアピールが可能となり、社会的
な評価の向上につながり、その結果、当該企業の取組
が模範となり、他の企業の取組が促進されることが期

待できる。
　なお、特例認定を受けた場合には、法第十五条の三
第一項及び第二項の規定により一般事業主行動計画の
策定・届出に代えて、毎年少なくとも一回、次世代育成
支援対策の実施の状況を公表することが必要である。

六　一般事業主行動計画の内容に関する事項
　五の一般事業主行動計画の策定に関する基本的な事項
を踏まえ、計画期間、次世代育成支援対策の実施により
達成しようとする目標並びに実施しようとする次世代育
成支援対策の内容及びその実施時期を記載した一般事業
主行動計画を策定する。
　計画の策定に当たっては、次世代育成支援対策として
重要なものと考えられる次のような事項を踏まえ、各企
業の実情に応じて、必要な事項をその内容に盛り込むこ
とが望ましい。
1　雇用環境の整備に関する事項

（1）　妊娠中の労働者及び子育てを行う労働者等の職業
生活と家庭生活との両立等を支援するための雇用環境
の整備
ア　妊娠中及び出産後における配慮
　　母性保護及び母性健康管理を適切かつ有効に実施

するため、妊娠中及び出産後の労働者に対して、制
度を積極的に周知するとともに、情報の提供、相談
体制の整備等を実施する。

イ　男性の子育て目的の休暇の取得促進
　　子育ての始まりの時期に親子の時間を大切にし、

子どもを持つことに対する喜びを実感するとともに
出産後の配偶者を支援するため、子どもが生まれて
父親となる労働者について、例えば五日間程度の休
暇を取得しやすい環境を整備する。具体的には、子
どもが生まれる際に取得することができる企業独自
の休暇制度や子育てを目的とした企業独自の休暇制
度の創設、子どもが生まれる際や子育てを行う際の
時間単位付与制度の活用も含めた年次有給休暇や、
配偶者の産後八週間以内の期間における育児休業の
取得促進を図る。

　　また、小学校就学前の子どもがいない労働者にお
いては、小学校就学後の子どもや孫の子育てのため
の休暇制度を創設する。例えば、学校行事や通院等
のための休暇制度や孫が生まれる際に取得すること
のできる休暇制度を創設する。

ウ　より利用しやすい育児休業制度の実施
　　より利用しやすい育児休業制度とするため、その

雇用する労働者のニーズに配慮して、その期間、回
数等について、育児休業、介護休業等育児又は家族
介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法
律第七十六号。以下「育児・介護休業法」という。）
に規定する育児休業制度を上回る措置を実施する。

エ　育児休業を取得しやすく、職場復帰しやすい環境
の整備

　　育児休業を取得しやすく、また、育児休業後の就業
が円滑に行われるような環境を整備し、育児休業の
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取得を希望する労働者について、その円滑な取得を
促進するため、例えば、次に掲げる措置を実施する。

（ア）　男性の育児休業の取得を促進するための措置
　　「パパ・ママ育休プラス」の制度や専業主婦の

夫でも育児休業を取得できることについての周知
等、男性の育児休業の取得を促進するための措置
を実施する。

（イ）　育児休業に関する規定の周知
　　育児休業に関する規定を整備し、労働者の育児

休業中における待遇及び育児休業後における賃
金、配置その他の労働条件に関する事項につい
て、労働者に周知する。

（ウ）　育児休業期間中の代替要員の確保等
　　育児休業を取得する期間について当該労働者の

業務を円滑に処理することができるよう、当該育
児休業期間について当該業務を処理するための労
働者の確保、業務内容や業務体制の見直し等を実
施する。

（エ）�　育児休業をしている労働者の職業能力の開発
及び向上等

　　育児休業をしている労働者の希望に応じて、当
該労働者の職業能力の開発及び向上等のための情
報の提供、円滑な職場復帰のための講習、育児等
に関する相談その他の援助を実施する。

（オ）�　育児休業後における原職又は原職相当職への
復帰

　　育児休業をした労働者について、当該育児休業
後に原職又は原職相当職に復帰させるため、業務
内容や業務体制の見直し等を実施する。

オ　子育てをしつつ活躍する女性労働者を増やすため
の環境の整備

　　育児休業等を取得し、又は子育てを行う女性労働
者が就業を継続し、活躍できるようにするため、例
えば、次のような能力の向上又はキャリア形成の支
援のための取組を実施する。

（ア）　女性労働者に向けた取組
①　若手の女性労働者を対象とした、出産及び子

育てを経験して働き続けるキャリアイメージの
形成を支援するための研修

②　社内のロールモデルと女性労働者をマッチン
グさせ、当該労働者が働き続けていく上での悩
みや心配事について相談に乗り助言するメン
ターとして継続的に支援させる取組

③　育児休業からの復職後又は子育て中の女性労
働者を対象とした能力の向上のための取組又は
キャリア形成を支援するためのカウンセリング
等の取組

④　従来、主として男性労働者が従事してきた職
務に新たに女性労働者を積極的に配置するため
の検証や女性労働者に対する研修等職域拡大に
関する取組

⑤　管理職の手前の職階にある女性労働者を対象
とした、昇格意欲の喚起又は管理職に必要なマ

ネジメント能力等の付与のための研修
（イ）　管理職に向けた取組等

①　企業トップ等による女性の活躍推進及び能力
発揮に向けた職場風土の改革に関する研修等の
取組

②　女性労働者の育成に関する管理職研修等の取
組

③　働き続けながら子育てを行う女性労働者が
キャリア形成を進めていくために必要な業務体
制及び働き方の見直し等に関する管理職研修

④　育児休業等を取得しても中長期的に処遇上の
差を取り戻すことが可能となるような昇進基準
及び人事評価制度の見直しに向けた取組

カ　短時間勤務制度等の実施
　　働き続けながら子育てを行う労働者が子育てのた

めの時間を確保できるようにするため、子どもを育
てる労働者のうち希望する者が利用できる制度とし
て、次に掲げる措置のうち適切なものを実施する。

（ア）�　三歳以上の子どもを養育する労働者に対する
所定外労働の制限

（イ）�　三歳以上の子どもを養育する労働者に対する
短時間勤務制度

（ウ）　フレックスタイム制度
（エ）　始業・終業時刻の繰上げ又は繰下げの制度

キ　事業所内保育施設の設置及び運営
　　子どもを育てる労働者が利用することができる事

業所内保育施設の設置及び運営について、他の企業
と共同で設置することや賃借により設置することも
含め、検討を行い、実施する。

ク　子育てサービスの費用の援助の措置の実施
　　労働者からの委任を受けてベビーシッターを手配

し、当該ベビーシッターに係る費用を負担するな
ど、子どもを育てる労働者が子育てのためのサービ
スを利用する際に要する費用の援助を行う。

ケ　子どもの看護のための休暇の措置の実施
　　子の看護休暇について、一時間を単位とする取得

を可能とする等の弾力的な利用が可能となるような
制度等より利用しやすい制度を導入する。

コ　職務や勤務地等の限定制度の実施
　　希望する労働者に対して、子育てをしやすくする

ことを目的として、職務や勤務地等を限定する制度
を導入する。この場合、例えば限定の内容について
労働者へ明示することが重要であり、また、職務や
勤務地等の限定がない労働者との間の転換ができる
ことや処遇の均衡を図ることが望ましい。

サ　その他子育てを行う労働者に配慮した措置の実施
　　アからコまでに掲げるもののほか、子育てを行う

労働者の社宅への入居に関する配慮、子育てのため
に必要な費用の貸付けの実施、子どもの学校行事へ
の参加のための休暇制度の導入その他の子育てをし
ながら働く労働者に配慮した措置を講ずる。

シ　諸制度の周知
　　育児休業、子の看護休暇、所定外労働の制限、時
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間外労働の制限、深夜業の制限及び所定労働時間の
短縮措置の育児・介護休業法に基づく労働者の権利
や、休業期間中の育児休業給付の支給等の経済的な
支援措置等の関係法令に定める諸制度について、広
報誌に記載する等、手法に創意工夫を凝らし労働者
に対して積極的に周知する。

ス　育児等退職者についての再雇用特別措置等の実施
　　出産や子育てのために退職し、退職の際、将来、

再就職を希望する旨を申し出た者を優先的に採用す
る再雇用特別措置や母子家庭の母の就業促進のため
の措置を講ずる。

（2）　働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備
ア　所定外労働の削減
　　子育て世代の男性を中心に、長時間にわたり労働

する労働者の割合が高い水準で推移していること
から、所定外労働は、本来、例外的な場合にのみ行
われるものであるという認識を深め、次のような所
定外労働を削減するための方策等を検討し、実施す
る。企業内に安易に残業するという意識がある場合
には、それを改善するための意識啓発等の取組を行
う。この場合、目標を定めて実施することが望まし
い。

（ア）�　労働時間等設定改善委員会を始めとする労使
間の話合いの機会の整備

（イ）�　「ノー残業デー」や「ノー残業ウィーク」の
導入・拡充

（ウ）　フレックスタイム制や変形労働時間制の活用
（エ）　時間外労働協定における延長時間の短縮

イ　年次有給休暇の取得の促進
　　年次有給休暇の取得を促進するため、年次有給休

暇に対する意識の改革を図り、計画的付与制度や時
間単位付与制度を活用するとともに、労働者の取得
希望時期をあらかじめ聴取し、年間の取得計画を作
成すること等職場における年次有給休暇の取得を容
易にするための措置を講ずる。この場合、目標を定
めて実施することが望ましい。

ウ　短時間正社員制度の導入・定着
　　短時間正社員制度については、個々人のライフス

タイルに応じた多様な働き方の選択肢につながるこ
とから、その導入・定着を図る。

エ　在宅勤務等の導入
　　在宅勤務やテレワーク（情報通信技術（ＩＣＴ）

を活用した場所にとらわれない働き方）等は、職住
近接の実現による通勤負担の軽減に加え、多様な働
き方の選択肢を拡大するものであり、仕事と子育て
の両立のしやすい働き方である点に着目し、その導
入の推進を図る。

オ　職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識等の
是正のための取組

　　職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識等の
働きやすい環境を阻害する職場における慣行その他
の諸要因を積極的に解消するため、管理職を含めた
その雇用する労働者全てを対象として、情報提供、

研修等による意識啓発を行う。
2　その他の次世代育成支援対策に関する事項

（1）　子育てバリアフリー
　　多数の来訪者が利用する社屋等において、子どもを

連れた人が安心して利用できるよう、託児室・授乳
コーナーや乳幼児と一緒に安心して利用できるトイレ
の設置等の整備を行う。また、商店街の空き店舗等を
活用して、託児施設等各種の子育て支援サービスの場
を提供する。

（2）　子ども・子育てに関する地域貢献活動
ア　子ども・子育てに関する活動の支援
　　地域において、子どもの健全育成、疾患・障害を

持つ子どもの支援、子育て家庭の支援等を行うＮＰ
Ｏや地域団体等について、その活動への労働者の積
極的な参加を支援する。

イ　子どもの体験活動等の支援
　　子どもの多様な体験活動等の機会の充実を図るた

め、職場見学を実施すること、子どもが参加する地
域の行事・活動に企業内施設や社有地を提供するこ
と、各種学習会等の講師、ボランティアリーダー等
として社員を派遣すること、子どもの体験活動を行
うＮＰＯ等に対する支援を行うこと等に取り組む。

ウ　子どもを交通事故から守る活動の実施や支援
　　子どもを交通事故から守るため、労働者を地域の

交通安全活動に積極的に参加させるなど、当該活動
を支援するとともに、業務に使用する自動車の運転
者に対する交通安全教育、チャイルドシートの貸出
し等、企業内における交通の安全に必要な措置を実
施する。

エ　安全で安心して子どもを育てられる環境の整備
　　子どもを安全な環境で安心して育てることができ

るよう、地域住民等の自主防犯活動や少年非行防
止、立ち直り支援のためのボランティア活動等への
労働者の積極的な参加を支援する。

（3）　企業内における「子ども参観日」の実施
　　保護者でもある労働者の子どもと触れ合う機会を充

実させ、心豊かな子どもを育むため、子どもが保護者
の働いているところを実際に見ることができる「子ど
も参観日」を実施する。

（4）�　企業内における学習機会の提供等による家庭の教
育力の向上

　　保護者でもある労働者は、子どもとの交流の時間が
確保しにくい状況にあるとともに、家庭教育に関する
学習機会への参加が難しい状況にあるため、企業内に
おいて、家庭教育講座等を地域の教育委員会やＮＰＯ
等と連携して開設する等の取組により、家庭教育への
理解と参画の促進を図る。

（5）　若年者の安定就労や自立した生活の促進
　　次代の社会を担う若年者の能力開発や適職選択によ

る安定就労を推進するため、若年者に対するインター
ンシップ等の就業体験機会の提供、トライアル雇用等
を通じた雇入れ、適正な募集・採用機会の確保その他
の雇用管理の改善又は職業訓練の推進を行う。



電話番号 FAX番号 郵便番号 所在地

北海道 011-709-2715 011-709-8786 060-8566 札幌市北区北8条西2丁目1番1号　札幌第1合同庁舎9階

青　森 017-734-4211 017-777-7696 030-8558 青森市新町2丁目4番25号　青森合同庁舎

岩　手 019-604-3010 019-604-1535 020-0045 盛岡市盛岡駅西通1丁目9番15号　盛岡第2合同庁舎

宮　城 022-299-8844 022-299-8845 983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町1番地　仙台第4合同庁舎

秋　田 018-862-6684 018-862-4300 010-0951 秋田市山王7丁目1番4号　秋田第2合同庁舎2階

山　形 023-624-8228 023-624-8246 990-8567 山形市香澄町3丁目2番1号　山交ビル3階

福　島 024-536-4609 024-536-4658 960-8021 福島市霞町1番46号　福島合同庁舎

茨　城 029-224-6288 029-224-6265 310-8511 水戸市宮町1丁目8-31

栃　木 028-633-2795 028-637-5998 320-0845 宇都宮市明保野町1番4号　宇都宮第2地方合同庁舎

群　馬 027-896-4739 027-896-2227 371-8567 前橋市大手町2-3-1　前橋地方合同庁舎8階

埼　玉 048-600-6210 048-600-6230 330-6016 さいたま市中央区新都心11-2　ランド・アクシス・タワー16階

千　葉 043-221-2307 043-221-2308 260-8612 千葉市中央区中央4丁目11番1号　千葉第2地方合同庁舎 

東　京 03-6893-1100
03-3512-1611 03-3512-1555 102-8305 千代田区九段南1-2-1　九段第3合同庁舎14階

神奈川 045-211-7380 045-211-7381 231-8434 横浜市中区北仲通５丁目５７番地　横浜第２合同庁舎１３階

新　潟 025-288-3511 025-288-3518 950-8625 新潟市中央区美咲町１丁目２番１号　新潟美咲合同庁舎２号館４階

富　山 076-432-2740 076-432-3959 930-8509 富山市神通本町１丁目５番５号

石　川 076-265-4429 076-221-3087 920-0024 金沢市西念３丁目４番１号　金沢駅西合同庁舎

福　井 0776-22-3947 0776-22-4920 910-8559 福井市春山１丁目１番５４号　福井春山合同庁舎

山　梨 055-225-2859 055-225-2787 400-8577 甲府市丸の内１丁目１番１１号

長　野 026-227-0125 026-227-0126 380-8572 長野市中御所１丁目２２番１号

岐　阜 058-245-1550 058-245-7055 500-8723 岐阜市金竜町５丁目１３番地　岐阜合同庁舎

静　岡 054-252-5310 054-252-8216 420-8639 静岡市葵区追手町９番５０号　静岡地方合同庁舎５階

愛　知 052-219-5509 052-220-0573 460-0008 名古屋市中区栄２丁目３番１号　名古屋広小路ビルヂング１１階

三　重 059-226-2318 059-228-2785 514-8524 津市島崎町３２７番２号　津第２地方合同庁舎

滋　賀 077-523-1190 077-527-3277 520-0051 大津市梅林１丁目３番１０号　滋賀ビル

京　都 075-241-0504 075-241-0493 604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１

大　阪 06-6941-8940 06-6946-6465 540-8527 大阪市中央区大手前４丁目１番６７号　大阪合同庁舎第２号館

兵　庫 078-367-0820 078-367-3854 650-0044 神戸市中央区東川崎町１丁目１番３号　神戸クリスタルタワー １５階

奈　良 0742-32-0210 0742-32-0214 630-8570 奈良市法蓮町３８７番地　奈良第３地方合同庁舎

和歌山 073-488-1170 073-475-0114 640-8581 和歌山市黒田２丁目３番３号　和歌山労働総合庁舎４階

鳥　取 0857-29-1709 0857-29-4142 680-8522 鳥取市富安２丁目８９番９号

島　根 0852-31-1161 0852-31-1505 690-0841 松江市向島町１３４番１０号　松江地方合同庁舎５階

岡　山 086-224-7639 086-224-7693 700-8611 岡山市北区下石井１丁目４番１号　岡山第２合同庁舎

広　島 082-221-9247 082-221-2356 730-8538 広島市中区上八丁堀６番３０号　広島合同庁舎第２号館

山　口 083-995-0390 083-995-0389 753-8510 山口市中河原町６番１６号　山口地方合同庁舎２号館

徳　島 088-652-2718 088-652-2751 770-0851 徳島市徳島町城内６番地６　徳島地方合同庁舎４階

香　川 087-811-8924 087-811-8935 760-0019 高松市サンポート３番３３号　高松サンポート合同庁舎２階

愛　媛 089-935-5222 089-935-5223 790-8538 松山市若草町４番３号　松山若草合同庁舎

高　知 088-885-6041 088-885-6042 780-8548 高知市南金田１番３９号

福　岡 092-411-4894 092-411-4895 812-0013 福岡市博多区博多駅東２丁目１１番１号　福岡合同庁舎新館

佐　賀 0952-32-7218 0952-32-7224 840-0801 佐賀市駅前中央３丁目３番２０号　佐賀第２合同庁舎

長　崎 095-801-0050 095-801-0051 850-0033 長崎市万才町７番１号　住友生命長崎ビル３階

熊　本 096-352-3865 096-352-3876 860-8514 熊本市西区春日２－１０－１　熊本地方合同庁舎A棟９階

大　分 097-532-4025 097-537-1240 870-0037 大分市東春日町１７番２０号　大分第２ソフィアプラザビル４階

宮　崎 0985-38-8827 0985-38-8831 880-0805 宮崎市橘通東３丁目１番２２号　宮崎合同庁舎２階

鹿児島 099-222-8446 099-222-8459 892-0847 鹿児島市西千石町１番１号　鹿児島西千石第一生命ビル

沖　縄 098-868-4380 098-869-7914 900-0006 那覇市おもろまち２丁目１番１号　那覇第２地方合同庁舎１号館３階
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